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は じ め に
20世紀末の現在、アフリ'カの年と命名 されたig60年代に独立を達成 した多 ぐのアフ リカ諸国は深刻な
社会経済問題に直面 している・、本稿で対象とするアル ジェ リア もその例外ではないら'危機に至るまでの
アル ジ ェ リアの経 済改革 プ ロセ ス を分析 す る際、 事態 は きわ め て複 雑 で あ る。 とい うの も現在 、同国 は
二重 の巨大 な危機 に直 面 して い るか らで ある。 そ の1は 、か っ てアル ジ ェ リア型開発 モデル とまで命 名
され てい た同国の 開発政策 が破 綻 し、 同国 政府 は1992年1月に は15億ドル 、1995年6月には32億ドル の
リスケ宣言 を行 い、lMF∴ 世銀 の構造 調整プ ログ2み(ASP二StruCt、¥rヲ1AdjustementProgrames)を受
け入 れ るに 至ってい るか ら頸 る・II}だが硫 些 噛 轡 導培 求 め 副MF'1畷 とこれ に反 対す る
アルジェリア政府の間において意 見が対立 し、99年以降、'両者間の関係は悪化 している。ω
その2は 政治的危機である。原油価格の急激な下落(S987～88年)に起因す る経済危機に見舞われた
セシ'
t=だ中におい て、88年10月、食糧 暴動 が発生 、91年12月、独 立 後初 めて行 われ た複数 政 党制 に基 づ く国
民議…会選 挙第一回 投票 において イス ラー ム救 国戦 線(FIS-FrontIslamiqueduSalut)が圧 勝Nl虫立後
政権 を掌握 してい た民族 解放戦線(FLN-FrontdeLib6rationNationale)が大敗 した。92年1月16日に
行われ るこ とにな っていた第二 回投票 日の直 前、 イス ラー ム救国戦線 に よる政 権獲得 を危 惧 した 軍は選
挙無 効 を宣 言 し、 イ スラー ム救 国戦線 を非合 法化 した。 これ を契機 と してアル ジェ リア全 土 でイ ス ラ ミ
ス トと軍 の間 にお いて熾烈 な戦 闘が 開始 され 同国 は内乱状 態 に陥 った。 内乱 は99年まてつ づ き92年以降
展開 され た イス ラ ミス トと軍 との闘い によ り約10万人の犠牲者 が 出た。{3)'..1:
選挙 無効 宣言 を行 った軍は 、92年1月 、 シ ャ ドリ大統領 を自宅拘禁 し、国 家高等 委員 会.・(HCE-llaut
Comit6d'Etat)を設 立 し、同委員 会に政権 を移譲 した。 ω .'..r..
同委員会 は事態 の 正常化 を 目指 し、94年二月、退役 将軍ゼル アール(LiamincZergりal)、を大統領 に任
命 して解散 した。 ゼル アL-一一ル 新大 統領 は95年11月に大統 領選 挙を行 って国 民の圧 倒的信任 を獲得 .したが 、
イス ラ ミス トの叛 乱 を沈静 で きず 、98年12月、任期 を1年残 して突如 、辞 任 した。 ゼル アール大統 領辞任
後の99年4月に行われ た大統領 選挙でブー テ フ リカ(AbdelazizBouteflika)新大統 領が 国民の圧倒 的 多
数に よ り選 出 され た。 プー テ フ リカは 、ベ ン ・ベ ラ時代(1962年9月～1965年5月)に は青年 ・スポ』
ツ相 、ブー メデ ィエン時代(ig65年6月～78年12月)に1ま一一貫 して外相 の地 位 にあ り、シャ ドリ時 代(1979
年1月～81年1月)に は アラブ 首長 国に 亡命 していたが 、新大 統領 に選 出 され た 直後、経 済 再建の 前提 と
して 国民的 対話 をス ロ・一ガ ンに掲 げ、 上下院 で 「市 民的融 和 を実現す る法 」(loideconcordecivile)
を採 択、99年9月 には同法 を国 民投 票 で採 択 した。 同法 は、2000年1月13日ま でに投降 したテ ロリス ト
には極刑 を科 さず 、刑 罰 を軽 減す る こ とと して いる。(5)また同 大統領 は恩 赦措 置 と して2000名以 上 の政
治 犯 を釈放 してい る。99年6月 には 、イス ラーム救 国戦線 の軍事機 構で あ ったイ スラー ム救 国軍(MS-
Arme61slamiqueduSalut)が政府 軍に全 面的 に投降 、 さ らに2eOO(r1月末 段階 で は5000名以 上のイ ス
ラ ミス トが投降 してお り、 テ ロ活動 は急 激 に減 少 してい る。 ただ しイス ラー ム 軍事集 団(GIA-Groupe
IslamiqueArm6)は新政府 との対話 を拒 絶 し、山 岳部 にお い て散発的 な無差別 テ ロを展開 レてい る。,.
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、92年か ら99年までの期間は・まさしく 「失われた8年 」であ り、テロ旋風を克服 したブーテフ リカ大統
領の眼前には、荒廃の極みに達 した同国経済の再建 とい う巨大な課題が山積 している。同大統領のもと
で着手 されている経済政策の基本方向は、1980年以降着手 された経済政策を基本的に踏襲 しつつも、.大
胆な経済改革を断行 し、2000年には、2010年をターゲ ッ.トとす るEuと の自由貿易協定の調印を目指 し
て い る 。 ㈲:..・,.・'.,`
:二重の危機の要因を解明す る作業は、国際経済学、開発経済学の分野のみ ならず、国際政治学や社会
学、 さらには宗教、,哲学の分野に至るまで幅広 く行われている6以 下本稿では、危機の要因を同国が選
択した開発政策}こ求め、経済危機が表面化 した1980年代に危機打開策 として策定 された経済改革を検討
し て み た い 。.(7) 、 、....、 ・ ・,.t
1.80年 代 の 経 済 機 構 改 革
1・ シ ャ ドリ 政 権 .s-Ll.、 、 一 、 ・ ㍉
1978'4i
.12,n26n・ブ ー ザ イ玉 江 統 領IH・ ・a・i、B・um・diene)が嘩 の若 さrn噂 した・ ブ 吋
デ ィエ ンの後継者 を選ぶ ために開催 され たFLN第4回 党 大会(79年1月27H～31日)でオ ラン軍管区総
司令官のシャ ドリ大佐.(ChadliBenjedid)が大統領単独候補 に指名 され、2月7日の国民投票で大統領に
選出執 た・ 汁 ド弊 佐が新横 領に選出訊 た時・同大統領は げ 一メデ ィエン大統領に よって策
定されたアル ジェ リアの対内、対外政策は断 じて変更されることはない」と宣言 した。㈲ だがこの時、
1980年度 を離陸 目標 に掲げて着手 されていた開発政策の破綻が露呈 し、従来の開発計画は大幅な修正を
余儀なくされていた。(91また13年間もつづいtcブごメデ ィエ}・iの独裁的支配下において、FLN党 大会
ば一回も雌 されず・虻 戦特 領導 した繊 あるF・Nは綱 的に掬4t状態に陥P・ 行政繊 も繍 運営
システムも完全に動噸 化曄 を起こしていた・ この点に関しラ ムシッツシ幽 ま以下}旨組 ている
よ うに指摘 している。,
「FLNは社会的運動を躍動させることのできるような政治政党ではなかった。 とい うのは、独立後構
築されたFLN政 治権力は、FLNが 掲げる理念、すなわち同一の政治 目標 をもち、 自国が直面 レてい
る問題 を解 決す るため{こ多 くの市民 と問題 意識を共有 し連 帯す ることな ど不可能な政治権力で あっ
た・∵ … 確かに行政齢}ま、FLN嘩挺Uこ は続 行 こと{まできなか?たが・.FLNは行囎 僚
機構 と軍 によ り構成 きれて いた。'この ため、行 政官僚機 構 と社会的環 境 、権力 と木衆(populatigP)の
間1・は縮 不噛 麺 裂が存在しそいた・例えば鵠 蹄 馴 する場合憤 在的能埴 秘ぱ 劣 の国
即 卵 弾 語 亘 はなぐ・支配階級のなカぷ 獅 吏の再牛割 そ了わ恒 いたの働 ・薮
裏で利益誘導を'目的とし∵ 無能な人々が徴募 されていたのである。 これが国家の行政機構であり、行政
鷲欝驚蕊熟㌃麓:欝㌶熟㌫二鱗㌶::標
す ぎfsいil(10∫・;:"1''''"「'
・1ま冶 ヤ'ドウ雌 溺 立 れ 嫌 長蜘 らつい馳 乏depmで 国勘 欄 ま繊 に滅 そいだ
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ブーメデ ィエン時代に抑圧 されていたイスラミス トや労働者、学生は急激に息吹 きを取戻 し、全土で政
府=FLNに 対す る異議申し立て運動を展開 した。例えば、1979年7月には、郵便 ・電話局の労働者 が
独立後初 めてのゼネス トを決行 している。 また同年11月初旬、アラビア化(arabisation)を要求 してア
ルジェ大学法学部の学生が開始 したス トライキは、アルジェ大学のみならず、すでにアラビア化 されて
いた他大学、 さらには高校にまで波及 し、主要都市の大学、高校は、アラビア化を要求する学生運動の
波に呑み込まれた。ス トライキに参加 した学生の要求 は、シャ ドリ新政権に対 してアラビア語 しか話す
ことのできない学生の卒業後の就職を保証することを求めると同時 に、迅速かつ全国的規模でのアラビ
ア化の完全実施を要求 した。 シャ ドリ大統領は全国的規模で展 開された学生運動を沈静す るため、80年
1月14日、学生代表 と会見 しアラビア化の早期完全実施を約束 しなければならなかった。(11)
アラビア化の完全実施を求 める運動の背景には、ブーメディエ ン大統領が掲げたイスラーム=ア ラビ
ア化政策の もとで成長 した世代の多 くが、フランス語を使用す る能力が無いため国営企業に就職するこ
とカミできず 、欧米 に子弟 を留学 させ てい る高級 官 吏、 高級 軍人 の子弟 と差 別待遇 され てい る こ とに対 す
る社会的 不満の蓄積 があった。(12)政府 統計 に よれば 、1979～85年ま での7年間 に81万8000人(年平均ll万
7000人)の雇 用が創 出 され て い るが、 年平均約50万人 の労働年齢 人 口が増加 してお り、 この間の 失業 率
は少 な くとも30～35%と推 定 され 、失業問題 は巨大 な社会問題 とな ってい た。 ㈹
iこうしたなか で発 生 したア ラ ビア化 の完 全実施 を求 める運動 は
、 次第 にアル ジェ リア社 会の規範 崩壊
を糾 弾 し、イ ス ラー ムの理 念 に基づ いた 平等な社 会の建 設 を志 向す るイ ス ラー ム復興運 動 に主導 権 を掌
握 されてい った。{14)
ア ラ ビア化 の完 全 実施 を求 め、 さらにはアル ジェ リアのイ ス ラーム化 を求 めるイ ズ ラ ミス ト過激派 は、
81～83年にか けて武装 蜂起 を企 てるに至 り、81年10月3Pに は、アル ジ ェ リア南 部 の ラグ ワッ トの回 教
寺院(モ ス ク)に 武器 をもって立 て篭 り、政府か ら派 遣 されて きたイ マ ーム(イ ス ラー ム導師)を 殺 害
す る事件 が起 きた。(15)また85年8月26日にはムスタ フ ァ ・ブイ ヤ リ(MustaphaBouyali)の指 揮す るイ ス
ラ ミス トが兵舎 を襲撃 し、兵 器 ・弾薬 を奪 って カ ビ リー 山岳 に立て篭 も り軍 と銃 撃 戦 を展 開 した。 ㈹
他方 、ブ ーメデ ィエ ン時代 の ア ラビア化 政策の も とでアル ジ ェ リア人 と しての アイ デ ンテ ィテ ィーを
否定 されつづ けていたベルベ ル文化圏 の学生 ・知識 人 が異 議 申 し立 て運動 を開始 した。1982年4月には、
テ ィジ ウズ大学 を中心 とす るカ ビリー 地方でベルベ ル語 の公認 を求 めて叛 乱が発生 した。(17)
こ う した な か で シ ャ ドリ大 統 領 は 、80年6月15～19日 、 「よ りよ い 生 活 を1(Pouruneviemeilleure)
をスm・一ーガンに掲げて臨時党 大会 を開催 し、シャ ドリ ・プ ラン とも命名 され てい る 「新5カ 年計画 」の実
施 に取 りかか った。 同大統領 は92年1月 に辞任す るまでの期間 、5回 もFLN党 大会 を開 催 し、2回 に
わた り憲法改 正国 民投票 を行 い、党 の活性 化 を図ろ うと した。 さらに82年3月13目、87年2月26日に国民
議 会(APN-tissemb16eRopulaireNationale)選挙 を行 い ・83年10月3ロ に は ・「行 政 改 革 委 員 会 」を発 足
させ地 方分 権化運 動(d6centralisation)に取組 み 、同 年12月に は31県(wilaya)を48県に増設 し地方 自
治の拡 充 に努 めた。㈹79年1.月7日 の大統領選 挙 に引 きつづ き、84年1月12日、88年12月22ロに大統領
選挙 を行 い政権 の合法化 を図 った。 な かで も注 目 され るのは88年10月に発生 した食 料暴動 の 直後 に開催
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された第6回FLN党 大会(88年11月27～28日)では、FLNの 大幅な機構改革 を断行 し、FLNと 軍
の関係を切断 した。(19)また89年2月23日に国民投票で採択 した新憲法は、独立以降君臨 してきたFLN-一
党独裁制に終止符 を打ち、複数政党制を認めた。 しか しシャ ドリ大統領の思惑 とは裏腹に、90年6月12
日、独 立後初 めて行われた複数政党制に基づく地方議会選挙ではFLNが 惨敗、イスラーム救国戦線
(FIS)が圧勝 し、48県444議席のうち、イスラーム救国戦線は335議席を獲得、FLNは84議席 しか獲得
できなかった。 さらに冒頭 で触れたよ うに92年12月に開催 された国民議会選挙でもイスラーム救国戦線
が圧勝 し、シャ ドリ大統領 は軍により、政治の舞台か ら放逐 されるに至った。(20}
また86年1月16日の国民投票で採択された 「国民憲章」(CharteNationale)で、アルジェ リアの国家
体制 を規定 していた社会主義 という規定条項が削除された。〈2t)社会主義を放棄 したシャ ドリ政権は、84
年5月29日に国民議会で成 立 した家族法に見られるように、イス ラーム法、すなわちイスラームの法典
であるシャリアの規定条項 を法的に整備 し、イスラームを規範 とす る社会建設 を明文化す るに至った。四
国家族法では、 一夫多妻制が認 められ(第8条)、 イスラーム教徒の男性 と非イスラーム教徒の女性 との
婚姻 は認め られているが(第i8条、第21条)、非イスラーム教徒の男性 とイスラーム教徒の女性 との婚姻
は禁 止されている(第31条)。(23》




罰則 も規定され てお り、重犯者には実刑 が科され ることになった。同法の施行はアラビア化 を要求す る
イスラミス トの要求にシャ ドリ大統領が屈服 したことを意味 している。⑭
このよ うにシャ ドリ大統領はイスラームへの傾斜 を強めて行き、イスラミス ト過激派と軍の対立が激
化 した92年以降、同国は内乱状態に陥った。こうした状況を生み出 したのは、シャ ドリ政権下における
経済政策の挫折があり、シャ ドリ大統領が経済政策の行き詰ま りによる権力基盤 の喪失を恐れる余 り、
自己の権力基盤 をイスラームに求めたからである。(25)かかる意味において同政権が展開 した経済政策、
なかで も二度にわた り打出 された経済機構改革を分析することが重要な課題 として提起 されている。
2.5カ 年計画
別稿で触れたよ うに、アルジェリアは7年 半におよぶ熾烈な独立運動(1954～1962年)を展開 し、1962
年7月に独立を達成 した。130年間もつづいたフランスによる植民地支配下において形成 された同国経済
の基本構造は、葡萄栽培を中心とするモノカルチャー経済を基本と し、宗主国フランス経 済に垂直的に
従属 していた。だが、独立戦争最中にフランスによりサハラで発 見された石油 ・.天然ガス(炭{ヒ水素)
は、同国の経済構造を根底的に変容 させ、1958～70年の期間、アルジェ リアはフランスに対する最大の
エネルギー供給甲にな り、 この過程で同国経済はモノか ヒチャー経済か ら地下天然資源輸 出を基軸 とす




か らの技術 ・資金導入を提子とする重化学 工業化政策を採 った。(21>
ブーメディエ ン時代に展開 された社会 ・経済開発政策は、外 国資産の国有化 と国営企業の創設 を起点
とし、民間部門の経済活動を全面的に規制 し、貿易から国内流通、教育、国内運輸、医療、住宅部門に
至るまでの経済活動部門全般 を政府の統制下に置き、国営企業を母体 とする重化学工業化 を最優先課題





年 度 1970 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986
債務総額 14.71 266.31:260.22 226.5 203.34 205.8 183.6 203.2 208.9
(出所)各 年度IFS。
また重化学工業化政策の開始 とともに表1-1に 示 されるように対外累積債務が急増 し、債務問題 は
アルジェ リア経済にとって最大の重圧 とな りつつあった。(29)また1970年代初頭までは可能であった食糧
自給 も75年以降は不可能 とな り、食糧 自給率は80年には約25%にまで低下す るに至った。{30)
5カ年計画を策 定す るため、シャ ドリ体制下の79年12月26～30日に開催 されたFLN中 央委員会では、
従来の重化学工業化優先政策を踏襲す ることを主張する旧ブーメデ ィエン派 と、重化学工業化政策の歪
みを是正 し、住宅、厚生、教育、運輸部門に投資の重点 を移 行す ることを主張す る改革派(シ ャ ドリ
派)が 対立 した.働 しか し同中央委員会でブー メデ ィエン派の意見は拒否 され、従来の開発計画に対 し
て以下10点にわたる批判が行われた。(32)
① 財源 を確保する手段 として炭化水素のみに依存 してきたこと。
② 国外の人的、物的、資金的資源に過度 に依存 して開発が行われたこと。
③ 慢性的窮乏生活を国民に強要 したため国内消費需要が抑制されてきた こと。また国内需要を充足す る
供給体制を確立することができず、輸入に依存 してきたこと。
④ 国家セクターが肥大化 した反面、民間セクターの活動が停滞 した こと。




⑨ 開発 に とって必要 とされ る人的 資源 と教育 ・職 業訓練 システ ムのF。7't'こお ける不適合 、お よび アル ジェ




⑩ 既存の人的、物的能力が充分に活用 されていない こと。 、
開発路線策定をめ ぐってFLN内 部で意見が対す るなか、シャ ドリ大統領は大統領就任直後3回 も組
閣を行い(79年3月8B、80年1.A14B、80年7月16日)、ブーメデ ィエン時代における革命評議会体制
の最高意志決定機関であった政治局を象徴的機関に祭上げ、脱プーメデ ィエン政策を展開 し、80年6月15
～19日、FLN臨 時大会の開催 に漕 ぎつ けた。FLN臨 時大会ではs80年離陸 目標を10年間延長 しシャ
.ドリ ・プランとも命名 され る 「新5カ 年計画」が採択 された。{33)
表1-2に示 され るように第一次5カ 年計画の投資総額は、第二次4カ 年計画(1974～77年)の約4倍
の4,006億DAに達 している。 しか し、同義か らも明 らかなように新5カ 年計画の総てが新規投資ではなく、
総投資額の約50%が従来の投資計画で大幅な遅れを見せている部門に対する積残 し投資により構成 され
ている。積残 し投資は工業部門、住宅部門、教 育部門、、農業部門となってお り、これ までの開発戦略の
基軸であった工業部門投資が著 しく立ち遅れ ていること、 さらに住宅部門に代表 され る民生部門や農業'
部門投資 も著 しい遅れを見せていることがわかる。(34).i
ttた糊 投資・繊L投 資のいずれにおいてV・蝶 部門投資に駆 が置力・れていることが漣 され,
る」 工業部門 投資 に経 済イ ンフ ラ投資 を加 えた総投 資額 は1,924億DAであ り、全 体の480/・を構成 しG・ る
こめような投鯉 知ま、社会政髄 視をス。与 ンに掲げ∂シャド頑 勧 重点繊 とは廠 するもの
t'・tl∵'`
であるが、民生重視政策を追及 しつつもペンディング状態になっている炭化水素開発を中心 とずる重化
学工業化プ・ジェク、トを糠 す る、こと{まできなかった・例えば・アノレジエリア〃'命寧 左赫 るアピ
G血(以前のアルズ・N・皿)液化天然ガスコンビナー トの鶴 契縦 ・・r年・月]炭化樵 公甲{・卿RACH)1
と網 の・…e珊eel・rC・rp.ーとの開において繍 され 工事が着工されてい担 ・・ア・・ジ却 ア吻 資
金不 足 に よ り78年以降 工事 がペ ンデ ィングにな6て いた。同 プmジ ェク トの総 工費は23{意1,500万ドル で 、
あ り、"シャ ドリ政権 は総 工事費 の67.3%(15億5,700万ドル)を ユー ロ市場か らの借款 に よ り実現 を目指.
した・ と・!う嘩 化水 』 は ・76年に細 のBec…11・・ern・…nalと・・G・1ぷlr石tW 、"天鰐
スの調査を依頼 してお り、80年1月、調査報告書の一部が公表 された8同 報告書は・天然ガス輸出を増強
することにより、不均衡貿易は好転 し、92には対タト累積 債務の全額返済が可能になるど指摘 している。㈹
ロ ロ ロ コ
このた め シャ ドリ政権 は、・借 入れ 抑制政 策 を操 りなが らも外 部資金 に依存 して同 国最大の外 貨 獲得 源 で{
あ るアル ズGLmプ ロジ ェク トを81年に完成 させ た。'"tt't
とぽい え、第 三次4カ 年 計画 の5倍 近 い膨 大 な投 資計 画策 定 を可 能etした背 景 には、永 遠 につづ く も
の と期 待 され てい た原 油 価格 の高騰 があ り、 アル ジ ェ リア はOPECの ス ウィ ング ・プ ロデ 三 一ーサLと
してめ役割 を果 た じて いたサ ウジア ラビア と協調 して× 胆 な石 油聖 戦 を展 開す るこ とがで きたか らで あ
る。 この ため、図1に 示 され るよ うに国際 市場 にお け る原 油価格 はSσks3年にぽ 史上最高 の高値 をう け
るに至 った。 アル ジェ リア 産原油価 格 は79年5月22日に は1バ レル/24、54ドル、10月24同には1バ レル
/26.27ドル 、12Jil22fiには1バ レル/30ドル 、 さらに80年1月8Hには1バ レル/34ドルへ と半年 間 で




している。 これはアル ジェ リア政府が経済開発に必要な外貨獲得手段 として位置づけられている天然ガ
スの輸出価格を、熱量換算でアル ジェ リア産 サハラン ・ブラン ドおよび軽質油を中心 とす る原油政府公
式販売価格 と等価にする方式を主張 し、イ タリア、フランスとの交渉に成功 したか らである。陶 このた
め、図1-2に 示 され るように、アルジ ェリアの原油生産は80年以降減少する一方、天然ガス生産の比
重が急激 に増大 してい るが、天然ガス輸出価格を原油輸出価格に結合することにより膨大な炭化水素輸
入収益を確保す ることが可能になった。 このためアル ジェ リアは、第二次石油ショックを契機 として81
年央か ら始 まったオイル セグラッ ドと世界不況の沈滞の影響を他の湾岸産油国 と比較 して軽微に止める
ことができた。㈹・
表1-2第 二次4カ 年計画、第一次5カ 年計画の投資実績
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経済インフラ部門 37.90 9 19.9 10
住宅部門 60.00 15 34.5 18
教育 ・職業訓練部門 9.95 9 42.2 ll 30.3 15
社会インフラ部門 14.60 13.3 25.9 6 9.1 5
企業設立部門 20 5 5.8※ 3
重複投資(+)(一) +6.4 +5
合 計 110.2 100 4006.6 100 196.9 100
(出所)Minist壱redeplanetAm6nagementduTerritoire・※ は そ の 他 の 項 目 と
、し て設 定 され て い る・















DSR==年 間 総 輸 出 収 益 に対 す る債 務(元 本 十利 子)返 済 比 率 。
図1-2ア ル ジ ェ リア の 原 油 ・天 然 ガ ス 生 産
(単位)IOO万TEP(熱量 換 算)



























だが85年7月 にサ ウジアラ ビア がOPECの ス ウィ ング ・プ ロデ ューーサ ー としての役割 を放 棄 し、同
年9月 にはネ ッ トバ ック価 格に基 づ く原 油販 売 を開始 したため 、アル ジ ェ リア 政府 は公式原 油販 売価格
を維 持す るこ とが不 可能 な事態 に直面 した。 サハ ラ ンブ ラン ドの緬格 は、81年の1バ レル/39.6ドル か
ら85年には1バ レル/29.7ドル、86年には1バ レル/15ドル に下落 した。 図1-3に 示 され る よ うにア
ル ジェ リア経 済 は85年を契機 と して急 激 に悪 化 し、後 に検 討す るよ うに88年には独 立後 は じめての食 糧
暴動 が発生す るに至 った。 とは い えアル ジ ェ リアは炭化 水素収 益増 大の恩恵 を受け た ため、80年代 初頭
には隣国モ ロッコお よびチ ュ三ジアで発生 した よ うな暴動 を回避す ることがで きた。 ⑱


























































3.国 営 企業 と経 営破綻
先に触れた ように同国の中長期債務残高は、第二次4カ 年開発計画(1974～77年)が開始 された74年
末にはGDPの28%に当る33億ドルであったが、シャ ドリ政権が成立した79年末にはi49億ドル、GDP
の45%を占めるに至った。 このためシャ ドリ政権は、ユー ロ市場からの借入れを抑制 し大胆な対外累積
債務削減政策(1980～82年)を打出した。輸入抑制 と緊縮財政によりアルジェリア経済が麻痺状態に陥
る直前の85年9月に開催されたIMF理 事会は以下のようにアルジェリアの経済運営 を高 く評価 してい






だが図1-4に 示 され るように、83年以降、こ うした政策を維持することが不可能な事態に直面 し、
同国は再び膨大な借入れを行い遂には債務返済不可能な=事態に陥った。・かかる脈絡の中でシャ ドリ大統
領は、FLN臨 時党大会を開催 し同政権最大の課題 として国営企業の機構改革を断行す る政策を打出 し
た。 とい うのは、.ブー メディエン時代 に設立 された国営企業130社のほとん どが経営危機に陥 り、国内需
要を満たすことができないばか りか、膨大な赤字を計上 していたか らである。㈹ 国営企業による工業製



















国 営 機 械 組 立 公 社(SONACOM-Soci6t6NationaledeConstructi6nM6canique)と、 同公 社 に 鋼 材 を
供 給 す る鉄 鋼 公 社(Sls-Soci6t6NationaledeSiderurgie)の事 例 に言 及 してみ る な らば 、 事 態 は き
わめて深刻な様相を呈 していた。すなわち鉄鋼公社の稼働率は63%(77年)にしか過 ぎず、生産能力は
きわめて低 く、'同公社はSONACOMが 必要 とする鋼材需要の約250/。しか供給す ることがで きなかっ
た。 またSONACOMが 必要 とす るタイプの鋼材を生産す る能力が不在であ り、SONACOMに 納
入 された鋼材のほとんどが廃材 として投棄 されていた。このためSONACOMは 必要 とされ る鋼材 を
海外か らの輸入に頼 らざるをえなかった。'だがSONACOMが 鋼材を輸入するためには、商業省が最
終的に許可す る輸入許可証(AGI-AutorisationG6n6raled・lmportation)め認定を受けなけれ}まならず、
さらに輸入許可申請書を提出す るためには、鉄鋼公社(SNS)の承認が必要とされた。(43)このため'sON
ACOMは 原材料不足に悩み国内需要を賄 うことが不可能 な事態に陥った。 ヴィレル教授 の調査{ごよれ
ばコンスタシチーヌにあるSONACOM所 属の工作機械組立そ工場の稼働率は17020にしか過 ぎなか っ
一295一
第39巻第1号2000年10月
た。 また 同公社傘 下の住宅用 断熱材 製造 工場 は、断 熱材 を生産 して も住宅省 との連携 が な く、 生産 した
断熱 材 を供給 で きず 、膨大 な在 庫 を抱 えた まま生産 を中止 して いた。 さ らに ミリア ナ(Miliana)所在 の医
療機 器生産 工場 で も、生産 した医療 機器 を国 内 の医療 機 関 に供 給す る体制 が不在 であ ったた めに77年段
階 で 同工場設 立総 投資額2億2,800万OAの約2/3に 当る1億6,500万DAの在 庫 を抱 え深 刻 な経 営 危機 に
陥 ってい た。〔鋤
SONACOM傘 下 の給水 ポンプ製造 工場 も、80年初頭、・同国が深 刻 な水 不 足 に直面 して'1・・るに もか
かわ らず 、膨 大な在庫 を抱 えて経 営危機 に直面 してい た。 ヴィレル教 授 は、製造 され た給 水 ポ ンプに対
して 国内需要 があ るに もかか わ らず販 路 をみつ け るこ とが不 可能 な事 態 に直面 した理 由 と して、 首都 ア
ル ジェを例 にあげ て技 術的 な問題 を指 摘 してい る。す な わち、アル ジェに敷設 され てい る給水 パ イプ ラ
インは独立以 前 にフラ ンスが敷設 したパ イプ が使用 され てい るの に、給水 ポ ンプ製 造 工場 の生 産 ライ ン
は ドイツ企業 に委託 して生産 されてお り、給水 ポ ンプ と配水パ イプの接合 が不可能 なた めに生 じた。 困
74年に操業 を開始 したモ ス タガネ ム(Mostaganeme)のパル プ 工場 は、80年に は操業停止 直前 の状態 に
陥 ってい た。 そ の理由 は、製紙過程 で必 要 とされ る水資源 とアル ファ草 の供給 が 断絶 した ことによ る。
モス タガネ ムパルプ工場 が必要 とす るアル フ ァ草 は540トン/日 であ ったが 、実際 のアル ファ草供 給 量は
57トン/日 に しか過 ぎなか った。(46)
運輸 襯 総 社 .(SNTV-S・・i6 6N・・i・n・1・desTra・sp・r・・d・V・y…)の 船 ・8呼 同斜 士は2・2・
台の観光 バ スを所有 してい たが、400～600台は部 品不足 のた めは廃 車同然の状 態 で放 置 され てい た。 ま
た1976～77年の期間、 キ ャタ ピラー の24%、 トラク ター の18%、バイ ンダー の35%、脱 穀機 の29%が整
備不 良 と部 品不 足によ り機 能 不全状 態 に陥 って いた。 ㈹
ヴィ レル 教授 はセ メン ト生産 につ いて詳細 な分析 を行 ってい るが、 重化学 工業 化路線 の発 動 とと もに
1970年度 には1ヒメン ト需要 は飛躍的 な増 大 をみせ た。77年のセ メン ト需要 は500万トン、81年には740万
トンへ と増 大 した。 この ためアル ジ ェ リア政府 は、1970年か ら78年まで の期 間 、輸 入 をカバーす るため
にセ メン ト生産 に力を入れ新 規 にセ メン ト生 産8工 場 を設立 した。 これ ら8工 場 の 当初建設 予算 は380億
DAであったが、、最終 費用 は 当初 予算の約56%増の560億DAにf$り、各 々の 二L場設Sli工事 は平均17カ月遅 れ
た・
,
..1978年の セメ ン ト生産 は新規8=[場 と植 民地時 代 に建設 され た旧2工 場 で740万ト.ンQitiメン ト生 産
が予定 され ていたが 、実際の生産 高は270万トン(稼 動率360/。)にしか過 ぎず、セ メ ン トの国内 供給 率は、
19674口88%から78年には52%低 下した・醐 軸 足 させるために昧 企難 よる鞭 協力桓 て
工場補修工事・従業員の訓練が行われたカi・1980年の働 率はspo/・にee[*Dた・19碑 ・㍗ ド政 統
領の号令により生産能力年産1,003万トンのセメン ト工場が新規に設立 されたが、同工場のセメン ト生産
エ
,実績 は480万トン}稼 鯛1は46%に しか過 頷 かった・.こう.したなかで最 も醐 率頬 か 元 のは・1928
年 に フランス によ り縦 され たライ'ハ ミイ ドウ(R・i・H・mid・u)のセ メ パ 工場 であ.り・.同理 嘩
動 率 はxl984年に は83%に 達 して い た 。!48).




アルジェ リア政府が選択 した技術に問題があったと指摘 してい る。だが同時にヴィレル教授は、技術移
転問題のみに稼働率の低 さの要因を求めるべ きではないとし、以下の要因を指摘 している。
その1は 、セ メン ト生産にとって必要とされ る水供給体制の不備。その2は 、きわめて密度の高い労
働に従事する際の労働体制が集団労働体制であ り、・アルジェリア人労働者が こうしたハー ドな集団労働
体制に適応不可能であったこと。その3は 、セメン トエ場を設立するに当り選択 されたロケー ションが
悪 くごセメン トの原料である石灰岩 、石 こう、粘土等の石切 り場が巨大な岩石に覆われていたために原
料供給体制を築 くことができなかっつたこと。{鋤 ・
このため国内生産によってセメン トの国内需要を賄 うことができず、海外からのセメン ト輸入は加速
度的に増大 した。因みに1969年のセメン トの輸入量は15万5,000トンであっつたが、1977年の輸入量は210
万 トンに増大 してい る。なお80年には国内生産 と輸入セメン トの合計が500万トンであったが、国内需要
は740万トンであり、不足分の多 くは密輸によ り賄われた。82年段階で建設資材公社(SNMC-Sici6t6
NationaledesMat6riauxdeConstruction)が設定 したセメン トの公示価格は380DA/1トンであったが、
密輸 された闇価格は1,900DA/1トンに達 していた。(50)シャ ドリ大統領は大統領就任早々、物不足追放運
動を展開 し、闇市場撲滅運動を展開 したが、電池やバ ッテ リー、タイヤ等、 日常生活に必要 とされる必
需品の多くは闇市場以外では調達不可能な事態に陥ろていた。
1しか し1985年まで 「アル ジェリアの奇跡」 と命名 された経済発展が実現できたのは石油 ・天然ガス輸
出収益が湯水の ようにこれ ら国営企業に注入 されたからである。例えば1967～78年め期間の同国の経済
成長率は年平均7.5%(石油 ・天然ガスを除外 しても6.7%)であり、著 しい経済成長を達成 している。
(51}だが、ベナシュヌー(AbdellatifBenachenhou)経済相が指摘 しているよ うに、成長の基軸は、財の
生産部門にあったのではなく1967以降展開 された開発政策にあった。 この点に関 してベナシュヌーは以
下のように述べている。
「1967年か ら発動された野心的 ともいえる開発戦略により、1967～77年の期間に約100万人の雇用が、さ
らに1978～84年の期間に約100万人の雇用 が創 出されたv経 済活動人Pの 賃金労働者化は急速に進み、
1984年には経済活動人 口全体の約72%が給与所得者層 を構成す るまでになった。こ うした賃金労働者化
により国営企業全体の実質賃金水準が決定された。これは、歴史上最悪の事態を招来す るものであった。
とい うのは、この段階においてアルジェリアにはこうした賃金を支払 う能力がなかったに もかかわらず、
生産および生産性の伸びを上回 る雇用が創出され、膨大な給与が支払われたか らである。雇用創出と給
与の支払いは増大 したが、浮き沈みの激 しい石油 ・天然ガス輸 出収益に基づいた二貫性を欠いた投資に
規定 された生産および生産性は伸び悩んでいた。要するにアル ジェ リア人は、生産者 になる前に消費者
になった。政府が石滴 ・天然ガス輸出に より稼 いだ外貨は、国民の消費生活 を支えるために消費 され、
国民の消費水準は向上 し、多様化 した6」、(田1






たか らであ り、また政府 は国営企業への融資を行い、赤字を補填するために中央銀行か ら膨大な借入れ
を行った。」(13)
、ベナシュヌーは、1967～1985年までを炭化水素輸出に依存 した期間であると規定 してい るが、 シャ ド
リ政権下で着手 された第一次5カ年計画の期間、同国経済は炭化水素依存体質からの脱却 を図ることがで
きなかった。かかる脈絡のなかで、先に触れたように、シャ ドリ大統領は国営企業の経営効率を改善す
ることを 目的 とする改革を断行 した。
(1)同 国 が 選 択 し た 開 発 モデ ル は 「工 業 化 誘 発 産 業(industriesindustrialisantes)の確 立1で あ
・ り、 同 モ デ ル 作 成 に 寄 与 した ド・ベ ル ニ ス は これ を 以 下 の よ うに規 定 して い る。・
f工業 化 誘 発 産 業 の 基 本 的 経 済 機 能 は 、 労 働 生産 性 を 向 上 させ る こ との で き る新 た な機 械 設 備 を1
国全 体 に配 置 す る こ と に よ り、 工業 化 誘 発 産 業 を と り囲 む 環 境 全 体 に産 業 を 誘 発 す る こ と 、 っ ま り
一 定 の 地 域 に お い て しか も 一 定 の 期 間 内 に工 業 母 体 と生 産 諸 機 能 を 体 系 的 に 墨 で 塗 りつ ぶ して い く
・ こ と を意 味 し、 当該 地 域 全 体 を経 済 的 ・社 会 的 に 再 編 成 す る と同 時 に 、 行 動 諸機 能'(fonctionsde
comportement)を根 底 に お い て 変 革 して い くこ とを意 味 す る」G.DestannedeBernis.Lesindustries
industrialisaRtesetleSoptionsAlg6rienne.RevueduTier-!EQnde.No,47:juillet-Septembre.1971.
拙 稿 「第 三 世 界 にお け る構 造 調整 と社 会 ・経 済 危 機 」'(『明 大 商 学論 叢 』 明治 大 学 商 学 研 究 所 第76巻
第1号1994年2月)161～188ペ ー ジ 参 照 も.'.・t・ ■
(2)ア ル ジ ェ リア とIMFの 交 渉 に 関 して は 以 下 を参 照 。Y.BenabDAIIah,Lar6forme6conomiqueen
Alg6rie:Ontrerenteetproduction.inMondeArabeMaghrebMachrek,oct-d6cembre,1999:PP.16
～31.
(3)山 路 悠 「ア ル ジ ェ リア ・.ノー トj(『中東 研 究 』 財 団 法 人 中 東 調 査会)1998年5月 号 、1998年12
,El号、1999年1'月 号 。DjallarMalti,LaouvelleGuerrqd'ALg6riesPar・is,Edit・ionsLa
D6couverte.1999.参照 。 ・ .、・
(4)HCE設立 の経 緯 に 関 して は 以 下 を参 照 。JeuneAfrique.no.1643.jui116t-1992-.'PP.4～7.March6s
TropicauxetM6diterran6ens,31--7janvier-1992.p,133、拙 稿 「軍 事 政 権 下 の ア ル ジ ェ リア 経 済 」
'(『マ グ レ ブ レタ ー 』 日本 ア ル ジ ェ リア 協会Ao.34.1992年7月24)。、なお シ ャ ・ドリ元 大 統 領 は92年i
月 以 降 出 国 を 禁 止 され て い た が 、・99年10月24日、 出 国 を許 可 され 、 同 日パ リに 出 国 した 後 、 ブ リュ
ッセ ル の 病 院 で 肺 動脈 治 療 の た め入 院 した 。ElWatan,25-octobre-1999.Le.Mond 2770'ctobre-1999
.参照』 ∵一 一 .… ぷ,
(5)拙 稿 「ア ル ジ ェ リア:ブ ー テ フ リカ新 体 制 ス ター ト(財 団 法 人 中東 調 査 会 『中東 研 究 』1999年8',
J.一月 号)・15ぺtrジ参 照。 ・.L",s.・' 、.・.一`1・
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1.一 次経済 機構 改革
　 　 　イ
シ ャ ドリ大 統 領 は1980年10月4ロ政 令(d6cretno。80-242duO40ctobre)によ り 巨大 な 国 営 企 業70
≧74埠 再編'分別 ・線 名を幣 の公 社くSE-S・r}N・ti・・ales)か過 賞鱗(EN-EpVr・p・ise
Nationale)に改名 した。 ω 約10方人 の雇 用 を誇 る国営炭 化水 素公社(SONATRACH)}こ代表 され6 .巨大企
ぞ 　 　
業は 「甲家疎 剛 家は 儲 され冷 割'.再緋 鯉 に回 したが・敵 繊}ま壮絶離 調 特 展
開レSr亘ATRACH・嘩 磯鴫 法 杜(SONACOM-Soci6t6Nat'ρnrledeponstr賢rn泥can'・ne)
を中心蹄 巨大掴 営撲 の縫 蚤 追放し・ブーメデ仁 塒 代の学 学 業イヒ政策の晶 真鯖
で あ っ た ア ブ デ サ ラ'一ム 〈BelゴmAbdeslem)、ゴザ リ(Sidi.Almed.Ghozali)等の失 脚 を図 っ た 。 ω
国離 郷 離 蜘 ご嘉 ず硫 当'り1駈㌔.緬 鋤 辿 。・・麟 企業鱗 麺 類 会1(蹴
一,。m、、6陥】i'・日;・R:;、;。;、i;nld。,'議。b;iles'INご、iCnaiC。)趨宣れ だ.ま1た首硫 勧 掴
一301一
..第39巻第1号2000年10月
営 企 業 を統 括 す る機 関 と して 「国 営 企 業 機 構 ・管 理 委 員 会 」'・(COGE-Comit6白1'organisation・'etala
g6stiondesentreprises)が、 ま た 各 省 庁 間 の 調 整 を行 うた め に.「企 業 機 構 国 民 委 員 会 」・(CmOE-一'C・mit6
Nationalea1'organisationdesentreprise)が設 立 され た6・.,・.…it.
国 営 企 業 改 革案 は ア メ リカ の コ ンサ ル タ・ン ト会 社 マ ッキ ン シ ー 社(Mckinsey&Co.)に依 頼 して 作 成
され た とい わ れ て い るが 、 改 革 目的 は以 下 の 点 に 置 か れ て い る。 ③
「今 後 、 国 営 企 業 の 経 営 内 容 を 透 明 に し、財 お よび サ ー ビス の生 産 向 上 を図 る こ と に よ り国 内 需 要 を 満
た す こ とが 出 来 る よ うに す る こ と。 国 営 企業 は 最 小 限 の 費 用 で 品 質 の 高 い 製 品 を生 産 し、 国 内 お よ び 国
外 市 場 にお い て競 争 に 打 ち勝 つ 製 品 を 生 産 して 収 益性 を 確 保 し、 自己 資 金 に よ り再 投 資 赤 出 来 る よ う・な
資 本 蓄 積 を 可 能 とす る経 営 形 態 を 実 現 す るこ と。 そ して 雇 用 増 大 を図 り、 益 々 重 要 視 され て い る価 値 お
'よび 価 格 双 方 に お け る 付 加 価 値 の 増 大 を 図 る こ とに よ り経 済 発 展 と国 民 生 活 向 上 に 寄 与 出 来 る よ うに な
らな けれ ば な ら ない 」』 ω'
こ'うした な か で80年5月8日 、 炭 化 水 素 公 団SONATRACHの4分 割 案 が公 表 され 、 最 終 的 に は
』た
83年まで に 同 公 団 の 下流 部 門 を分 離 して以 下6社 二の 国営 企 業 が 新 設 され だ 。な おSONATRACII
だ け は 公 社(Soci6t6iNationale)の名 称 が残 され た。(5)
-ENPC(EntrepriseNationaledesPlastiquesctCaoutchouc:ゴム ・プ ラス チ ック公 社)'
-ERDP(EntrepriseNationaledeRaffinageDis七ributiondeProdui'tsRaffin6き・:右油 精
'製 品 供 給 公 社)"
-ENCTP(EntreprisegN'ationaledeGesti:ondesTravauxP6troliers:石油 事 業 管理 公 社)`"
,⊥ENG(E
。t。p.iseN。tib。al。d。・G ptiy。ia。。`、・地 質 調 査 公 社)'"t"・
-ENF'〈Entreprise'NationaledeForage:掘削 公 社)f'
-CentredeRecherche(EJf究所)'
SONATRACHの 分 割 に 引 き つ づ き、82年1月15fiに は8万 人 の 従 業 員 を擁 す る国 営 機 械 組 立 公
社(SONACOI{)が12社に 、国 営 鉄 鋼 公 社(SNS-Soci6t6NationaledeSid6nigiiqdie)が10社に分 割 され た。
(6)また国 営 機 械 組 立 公 社(SO,N'ACOS!)は以 下12社 に分 割 ・再編 され た。 ⑦
－ENPDV(EntrepriseNationaledeProductienetdeDistributiondesV6hiculegindtisti'iels:産業
'
用 自動 車 製 造 ・配 給 国 営 企 業)
〔PyPr{(E・t・e⊇N・t'・ 竺・1・dρ輌ib・t'・W梶hi・VlesPar・'6・"r{s,Cyc'1・r・い{ 酬;・ 、・
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etCo口puters・:ボトル ・ネ ジ ・ コ ッ ク ・刃 物 ・計 量 機 器 製 造 国 営 企 業)`t::'
-ENEM(EritrepriseNationaledeEngineeringM6canique:機械 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 国 営 企 業)
-EN内P(EnもrepriseNbtl'onaledeProduct・iondeV6hiCMesParticuli6飴:特殊 自 動 車 製 造 国 営 企 業)
-ENTP(EntrepriseNationaledeProductiondeMat6rieldeTravauxPubliques:公共 土 木 資 材 製 造
国 営 企 業)
この ようにシャ ドリ政権は、経済権力の一極集中を改めて分権化す ることにより国営企業の経営効率
向上を図るため巨大な国営企業の分割 ・再編を断行 ←二次経済機構改革)し た。先に指摘 したように、
これまで国営企業ガミ深刻な経営危機 に陥 りなが らも経営 を維持することが可能であったのは、膨大な炭
ロ ド く
化水素輸出収益に支え られた国庫収入を背景 として中央銀行が国営企業に対 して無制限な融資 を行 ぢて
いたか らであるも だが国営企業 に対する融資は炭化水素収益のみでは賄 うことが出来ず、政府は地下天
然資源を担保に して海外か らの資金導入を図ったため、'図1二一4に示 したよ うに同国の対外累積債務は急
増 し、シャ ドリ政権が成立 した80年のデ ッ トサー ビkレ イシオ(DSR)'は、60%に達 していた。またシャ
ドリ政権は、国営企業の分割 と同時 に、金融システムの改革も断行 した二結果的にはシャ ドリ政権が行
った金融システム改革は所期の醐 を果たすご典 献 後に触れ珂 に・88年にlMF'世銀の
勧告 に よ り通貨信用 法 を採 択 し、a政府 か ら中央銀 行 を独 立 させ るに至 った。 ⑧
'ジ
ャ ドリ政権 は金融 シスデ ムを改 革す るに 当η、82年4月10日、 社会悪追放 、社 会 浄化、通 貨浄化運 動
を開 始 し、 これ まで流通 していた500DA紙幣 を一 定の猶 予期間 付で 無効 にす る宣 言 を行 ったe{9}500DA紙
マ タ ご へ 　
撫 効宣言の 醐 ば 繊 貨幣の…掃 を醐 として行われた措置であり・.興 段階で緬 万人!・のぼる
在仏アル ジェリア人移民労働者がフランスで稼得 したフランス ・フランをアル ジェ リアへ密輸 した り、
5・D紙幣で退蔵 していたか らである・輪 ・在仏移民労嚇 は稼いだ鮭 の総てを輸 し型 鍵 ぽ
わけで懸 ぷ アルジ到 τでは入手不可能醐 資.(叉 テ レ『流 離 二,…罐 麟)を フランスで購
入 してデ・嘩 リアー馴 して・・t・・(10'5・・DA札働 宣一 撃を受・ナてシ ・ツt'死するぷ た・・(11)
5…岬 無難 に引きつづきデ・レk:",ilリ7,財瀦(大 敵) 、は・・2年・月・.以下の政令を出 した・、"2'
① 官庁と公共部門の鱗(自 主鯉 部門と組鍵 含む).寧 ら?る支鞭 を麟 捌 手また熾 替に
よって行瀬 があそr茸 レ・2・500DA以下の賃繍 よび'・500DA以下の通常縫 については鍵 で
支 払 う ゴ が で き る ・
.・;t-・.・.、.:t,・.t
卵 庁と公興 門の鐸(憾 理細 網 も含む).は商品およびサ宍 の対価として捌 手を
、受け取る時・それがいかなる額であろうξ拒否することはできない・ ・,_
③ 民間礫 性 産・加工 ・販売'サー ビス)P.ミ公卿 門の鱗 な!、Uさ官庁に埠 て卿 騨 土岐
払噂 行鋼 む 隣 小切手ま斑 振替を醐 刷 ればな蜘 ㌔
④ 官庁および公共部門の企業は10万D元を越える小切手に?!、て9)み証明書を要求するこζができる。




⑥ 充分 な額 の預金 をせ ず小 切手 を発行 した り、偽造 した場 合、刑 法374条お よび375条に よ って罰せ られ
るこ ととす る。 ・
⑦1982年5月9日の政 令第1・82・CAB・1の 規定 に違反 した者 の名 は 、会計検 査院 、大蔵省 、財務 一
般 監査局 に通告 され る。
また従来 産業部 門 ご とに配 置 され ていた3大 銀行 が 細分化 され 、基 幹銀行 の融 資対 象産 業部 門が変 更
され た。す なわち これ まで はアル ジェ リア対外銀 行(BEA-BanqueExt6rieured'Alg6rie)が基幹産 業 部
門、 アル ジェ リア人民金庫(CPA-Cr6ditPopulaired'Alg6rie)が建 設 、運輸、観 光 部門 、 アル ジ ェ リア
国立銀 行(BNA-BanqueNationaled'Alg6rie)が農 業部 門 に対す る融 資 を行 って いたが 、82年6月 、 同
国政府 は以 下の よ うに銀 行 の機 能 を分割 した。 ㈹
① 新 しく農村 開発銀行(BADR-BanquedeAgrjcu]tureetduD6veloppementRural)を創 設 し、同行 が農
業 、工芸、 アグ ロイ ンダス トリー 部門に対す る融資 を行 う。 ⑭
② アル ジ ェ リア国立銀 行(BNA)は重 化学工業部 門 と輸 送部 門(海 運 は除 く)を 担 当す る。
③ アル ジェ リア対外 銀行(BEA)はエ ネル ギー部 門、海運 部門 を担 当す る。
④ アル ジェ リア人民金庫(CPA)はプ ロジェク ト部門お よび観 光部門 を担 当す る。
⑤ 加 工業お よびサー ビス部門 を担 当す る新 しい銀 行 を1年 以 内 に創 設す る。
⑥ 国民貯蓄金庫(CNEP-CaisseNationaled'EpargneetdePr6voyamce)は貯 蓄お よび住宅金 融部 門 の
専門銀行 とす る。





の実態を検査す る会計監査院(CourdesComptes)は事実上存在 していなかった し、国家会計 システム
の中において法的に企業財産 とい う概念 も無く、国営企業財産は国有財産の一部を構成す るもの とされ、
それぞれ所轄省庁の財務会計で処理 されていたか らである。 四 それゆえ巨大国営企業を同一生産部門、
流通部門ごとに分割 し、同一活動部門を統合 し、さらに経営組織を中規模に編成す ることにより、所期
の目的は実現するもの期待 された。 また企業の一極集中を改め、国営企業を地方分散化(d6centrati6n
r6r6gi・nale)するため、 これまで首都アルジェに置かれていた国営企業の本社、生産工場が地方に移転
された。 しか し、一次経済機構改革は以下のよ うな混乱をもたらした。
その1は 、同一生産部門や同一流通部門が地域的 ・組織的 に分割 されたたあ、分害ljされた企業ぽ生産
が困難な状況に陥った ことである。 こあ点に関 してベ ニサ ド教授は以下のように指摘 している。「政府当
局は、'国営企業を分割 し、地方へ移転 し国内各地域に分散化す ることに よりご生産効率を高め、企 業活
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動 を刺激 し、あらゆる地域において職業訓練が可能なシステムを構築することができるもの と確信 して
いたがこ結果は所期の 目的 を裏切るものであった。なによ りも各産業部門間、 さらには同一産業部門間
での連絡体制が分断、切断 されて国内各地域 に移転され たので企業の生産機能が麻痺状態に陥った」。(旧
またババ ・アノ・メッ ド教授は、・「国営企業機構改革委員会」が分割 ・再編 した新企業に割 り当てた生産
活動が数回にわたって変更 されるケースが多 く、このため企業活動が混乱に陥 り、生産活動が停滞 し、
生産ラインを無視 した改革によって国営企業の生産活動は麻痺状態に陥 った、『と指摘 してい凱,(17}
また国営企業分割に際 して 「巨大 企業の資産 と負債は国家財産の執行代理機関である財務省の政令に
よ り分割 ・'新設 された国営企業にそれぞれ振 り分けられたが、資産評価は分割 される前の企業の代表 と
分割 された新企業の責任者 との間で、矛盾に満ちた手段により行われた。 このため資産評価に誤算が生




各県の知事は住宅管理公社総裁の任を負い、あ らゆる手段 を講 じてそれぞれの県に割当てられた住宅建
設計画の責任をとらなければならなくなったゴ」(t8}
シャ ドリ政権は、深刻な住宅不足を解決す るために、各県の知事を住宅管理公社の総裁に任命す るこ
とにより全国的 レベルでの住宅建i設計画を達成 しよ うとしたが、住宅管理公団を内務省管轄下の48県に
分割 ・移転する作業は困難 をきわめ、ほとん どの県が住宅建設部門で膨大な欠損を計上 したが、 この欠
損は政府が総て補填 した。 ㈹
また公岡の分割は行われたが、分割 された国営企業は所轄省庁の厳格な縦割 り行政下に置かれたまま





「こ うした国営企業の再編 ・分割政策は、国営企業を細分化 したに しか過ぎず、改革手段な らびに永続
的な資本形成 を阻害 している構造的要因を隠蔽す るものであらた。換言すれば国営企業の機構改革はア
ルジェ リアが窮乏の途へ陥っていく要因を作 り出 したのである。
こうした国営企業め再編は、国境を越えた企業連合が形成 され、市場の再分割或いは統合的な世界市
場の支配をめざして進展 している巨大企業相互間め合併に特徴づけられる現代世界経済のグローバ リゼ
}シ ョンの流れに逆 うもめであり、分割 された国営企業は国外の企業に対する対抗力を喪失 した○
国営企業の弱体化 は明白であり、対 外決済能力はきわめて弱体化するに至 った。細分化 された国営企
業のひ とっ として直面 している危機 を乗切ることができないばか りか麻痺状態に陥ったのである。危機




リス トラが断行 され、'企業規模が縮小された。 これにより企業の数は従来の倍以上にな り、約350社にの
ぼる中規模の国営企業が創出 された。 しか し企業に対する国家の規制 ・管理様式は何 ら変更 されなかっ
たために生産能力は著 しく縮少 した」、㈲ と述べ国家の規制 ・管理様式が改め られ なかった点に経済機
構改革の問題点があったことを指摘 しているし、エク レマン教授 も以下のよ うに、ベナシュヌー と同様
の見解を述べている。
「国営企業は紛れ もない経済的 自治を享受 してお り、実現することが不可能な擬似生産 計画、すなわ
ちそれぞれの企業が独 自に生産計画な らびに生産 目標を実現す るために必要 とされ る手段 を決定 した。
また産業部門それぞれの生産計画は不在であった し、ま してや国家的 レベルでの生産計画は皆無で あっ
た。 こ うした状況が生まれたのは、産業部門全体 さらに各産業部門 ごとに必要 とされる資源、雇用、そ
して国民経済が必要 としている財 を評価、算定す る適切な手段が欠 けていたか らである。各々の産業部
門において前 もって生産計画が作成 され るのは望ましいことではあったが、各産業部門が抱えてい る問
題 は、全体的視点からではなく各省庁によりそれ ぞれ独自に解決が図 られた。各省庁 は多かれ少なかれ
首尾…賞 した計画を作成 し、自己の管轄 下の企業に対 して生産計画 を実現す るよう求めこれを管理 しよ
うとしたが、あくまで も予測で しかなかった」。{23)事実、第一次経済機構改革は挫折 し、シャ ドリ政権は
原油価格の急落によ りアルジェリア経済が独立後最大の危機の危機に陥った88年に第 二次経済機構改革
に着手 した。
3.二 次 経済機 構 改革
以上検討 した ように、シャ ドリ大統領は国営企業の機構改革を行い、tg85年6Hに開催 されたFLN
第12回中央委員会で は1990年度 を離陸年度 と して設定 し、総額5,500億DAに達す る第二次5カ 年計画
(1985～1989年)を採択 した。また同中央委員会では、第一一次経済機構改革の輝か しい成果が発表 され
た。〔24}
だが、85年9月、サウジアラビアがネ ッ トバ ック価格に基づく原油輸 出を開始 したのを契機 として原
油価格 とこれに リンクした天然ガス価格は急激に下落 し始めた。 さらに ドルの下落はアルジェ リアを独
立後初めての危機に陥れた。
このためシャ ドリ政権は第二次5カ年計画(1985～89年)の開始を1年 延期 し貿易収支の均衡を維持す
るため従来以上の厳格な輸入抑制政策 を採 り、86年度国家予算を50%下方修正 しなければな らなかった。
国外への旅行者に対する外貨割当は、80年以降1人 につき1年 に1,000DA、未成年者は成人の半額 とされ
ていたが・87年1月か らは4年毎に2,000DAに制限され、未成年者に対する外貨割当は廃止され、事実上、
海外渡航が禁止 された。㈲ シャ ドリ政権はこうした輸入抑制 と国家予算の削減によりにより経常収支均
衡を図った・・同国の外貨収入の96%賄っている炭化水素収益が86年には前年度比で40%(125億ドルか ら



































こ うしたなか 、シ ャ ドリ政権 は85年か らこれ まで 中断 してい たユ ーー ロ市場か らの借入れ を再開せ ざる
をえない 状況に 立ち至 り、ユー ロ市場 か らの借入 れ金 研 一部 を対外累積 債務返 済に、残 りを政府支 出 に
充当 したた め、 図1-4に 示 され る よ うに85年以降対外 累積債 務 は急激 に膨張 し91年度 のデ ッ トサー ビ
ス レイシオは70%を凌 駕 し、 シャ ドリ大統領 が政治 の舞 台 か ら追放 され た直後 の92年2月 、同 国政府 は
遂 に15億ドルの リスケ宣 言を行 うに至 った。 こ うしたなか でシ ャ ドリ大統領 は輸 入の全 面的抑制 措置 を
採 ったた め、 国民生活 は一 挙 に圧迫 され、88年10月には独 立後 初 めての食糧暴動 がアル ジ ェ リア全 土を
席捲す るに至 った。(26)
ララ ウイ 教授 が指摘 してい るよ うに、1985年を契機 とす るアル ジェ リア経 済は国際 市場 にお け る原 油
価格 の低迷 に よ り覆い難 い危機 に直 面 したので あ り、従来 の開発政 策 を踏 襲す る余地 は なか った。す な
わ ち、85年を喫 して経 済成 長率 はマイナス に転化 し、 イ ンフ レは昂進 し、財 政赤字 は増 大の一途 を辿 り、
雇 用創出 は行われ ない ばか りか失 業 問題 が深刻 な様 相 を呈 し、対外 累積債務 は深刻 な問題 と して提 起 さ
れ ていた。
さ らに爆 発的 な人P増 加 と都 市化 現象 は経済危機 を加速 させた。す なわ ち独 立時 には約1,000万人で あ
った人 口は 、71年には1,460万人 に、88年には2,220万人に増 大 してい る。 マル ク ・コテ の調 査研 究 に よ
れ ば、1954年段階 にお ける都 市人Pは 約250/・であったが1987年には50%に達 してい る。{27)経済危 機 のた
だ中で人 口問題 に加 えて失 業i問題 も深 刻 な社 会問題 に転化 した。 第1次5カ 年 計画(1980～84年)期間
中の失業率 は年 平均17%であったが、1985～89年には年平 均2e.40/eにまで増 大 している。1この 点に関 し
て ララウイ教授 は以 下の よ うに述 べてい る。 …
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「1980年代後 半 にお け る失業 問題 は 、単 に未熟 練労働 者 に とっての 問題 では な く、熟練 労働者 や 高等
教 育 を受 けた人 々 にとって も深 刻 な問題 とな った。80年代 には熟練 労働 者の失 業 が加 速的 に増大 した。
70年代 には暫 定3カ 年 計画、5カ 年 計画 、特 別投 資計 画 に裏 打 ち されて 膨大 な雇 用が創 出 され た が 、80
年代 後半 はその逆で あった。」㈱
シ ャ ドリ大統領は、同国経済 が深刻 な危機 に 直面 した1986年12月16日、国民 へ のメ ッセー一・ジの中で 「現
在 わ が国が置 かれて い る状況 下 にお い て 、政 府 の経済 に対す る行政 的 な介入 は ますます 不都合 な状 況 を
生 み 出す もの とな って い る。 それ ゆ え企 業運 営 の主導 権 を効 率的 に 自由化 し、輸 出 を増 大す る こ との で
き る経 済を発展 させ る方 策が 具体化 され な けれ ばな らな」 と述べ 、い くつか の国 営企業 が実質 的 には倒
産状 態 にあ りなが らも財 政援助 の恩恵 に よ り存続 してい る状況 を厳 しく批判 した。 働
また同大統 領 は、86年12月に開催 され たFLN党 幹部 会で 次の よ うに述 べ国営企 業 の責任者 を批 判 し
た。 「国営企 業 の責任者 は、現在 わが 国が陥 ってい る深 刻 な経 済危機 に対す る意識 が皆無 で ある。 国営企
業の経 営責任者 は あたか も現 実 の枠 外 で生活 してい るかの よ うであ り、経 済危 機 は政府 と金融機 関 の 問
題 で あ る と考 えて いる。 こ うした態 度 は慎む べ きで ある。 とい うのは、危機 か らの脱 出 はわれ われす べ
てが挑 戦 しな けれ ばな らない問題 だか らであ る。 国産 品だか らとい って 、われ われ 市民 は品質 の粗 悪 な
国産 品の購入 を拒 絶す る権利 が ある … … 」 と述 べ 、無責 任 な国営 企業 の責任者 を糾 弾 した。㈹
か か る危機 のなかで打 ち出 された のが 第二次経 済機構改 革、すな わち国営企 業 の 自治拡大 政策 であ る。
国営企 業 の 自治拡 大政策 は、 オイル ・グラ ッ ドを契機 と して着手 され た もの であ るが、す で に85年12月
24'y26日に開催 され たFLN臨 時党 大会の 冒頭 で シャ ドリ大統領 が呼 びか けたス ロー ガンf自 分 自身の
力 に頼 れ」の 中に看取す るこ とがで きる。c31)すなわ ち同大統領 は、同党 大会で 「経済 に対す る国 家 の干
渉の縮 小1、 「官僚 的行政 の廃 止」、 「経 済運 営の 効率 の向 上」 を訴 えて いた。 そ して87年11月17日に行 わ
れ た内閣改 造 の際 には 中央計 画経済 の象 徴的存 在で あ った国土整備 ・計 画省 が廃 止 され 、 これ に代 わ っ
て首 相府 に経 済 改革審議 会が 設 立され た。 ま た同省廃 止 と同時 に国民議 会(1院 制)で は国営企 業 の経
営 自治 に関す る法案が審 議 され た。 同法 案は87年12月に国 民議会 で採択 され た後 、そ の具 体策 は翌88年
6月23日に発表 され た 「参加 基金 」(FonddeParticipation)による新 たな 企業 運営形 態 として ス ター
トし、 国営企 業(EN-Entre亘risesNationales)とい う名 称 は経済公 共体(EPS-FmtreprisesPubliques
Economiques),に改名 された。 この改革 はf民 営 化で もな く、国営化 で もないアル ジ ェ リア独 自の 企業経
営形態 」であ る とされ てい るが、一種 の ホール デ ィング ・カ ンパニ ー形 式 による企業運 営 である。 ㈹
す なわ ち参加 基金 とは;こ れ まで行 われ てき た政 府所轄 省庁 に よる国営企 業 の管理 ・運営 を廃止 し、
同基 金(持 株 会 社)に 国営 企業 の管理 ・運営 を委 託す る新た な方式 であ り、88年6月23日に 「参加 基金
総 会 」が開催 され た。同基金 にはブ ラ ヒ ミ首相 を総裁 とす る14名の現職 閣僚 と2名の 閣外 メ ンバ ー、 計16
名 の メ ンバそ に よ り構成 され 、以 下8基 金 が設 立 され た。{33)
① 農 業 ・食料 基金(LeF・ndsdeParticipati・nagro-Ajimentaire)
② 鉱物 基金(LeFondsdeParticipationmines)":、
③ 資材 基金(LeFondsdeParticipatienbiensd'6quipement)'
④ 建 設基 金(LeFondsdeParticipationconctruction)
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⑤ 化 学 ・石 油 化 学 ・薬 品 基 金(LeFondsdeParticipatignchimie,・p6trochimie,pharrnacie).一
⑥ エ レ ク ト ロ ニ ク ス ・通 信 ・情 報 基 金(LeFondsdeParticipation61ectronoque,t616co㎜unications
etinformatique)
⑦ 諸 工 業 基 金(LeFondsdeParticipationindustriesdiverses)
⑧ サ ー ビ ス 基 傘(Le.FondsdeParticipationservices),..,
これ ら各産業部 門 をカバーす る8基 金 の管理 ・運営の最高決議 ・決 定機 関は取締役 会(Conseil
d'Adrninistration)とされ、政府か ら任命、派遣 され る5～9名のメンバー(Administrateur>によって運
営 され る。また同取締役会議 は取締役会議長(Pr6sident)と取締役社長(DirecteurG6n6ra1)、株主代表
くD61696)を任命す る。取締役会議長は取締役会の運営および参加基金、政府 との連絡'調 整に当り、
取締役社長 と株主代表は人=事を含む参加基金傘下の企業(EPE)の経営全般 に対す る責任 を持つ他、労働
組合 との調整に当る。また参加基金の総資本は3,000万DA、1株10万DAとされ、基金の存続期限は9年(1995




こσ)ようにシャ ドリ政権は、第一次経済機構改革では巨大国営企業を分割 ・再編 し、第二次経済機構
改革では分割 ・再編 した国営企業を8参 加基金に再編 した。第二次経済機構改革の 目的は、第一次経済
機構改革 と同様に以下5点 に置かれてい る。(35)
① 生産性の向上。
② 生産 コス トの縮少。
③ 生産設備お よび機材 の有効利用。
④ 企業 の採算性の実現。
⑤ 企業の国際競争力の強化 と炭化水素以外の製 品輸出の増大。
第一次経済機構改革が国営企業の分割 ・再編 に終始 し、国営企業は依然 として管轄省庁 の縦割 り行政
の枠 内に押込められていたのに対 して、二次改革は、企業の自治拡大を目的 としたものであ り、企業が
独 自に年間経営計画、製品の販売価格、利益配分を決定す ることを 目的 とす るものであった。 だがこ う
した政策は赤字経営に陥 っている多 くの国営企業の責任者か ら社会主義路線の逸脱であ り、国家による
国営企業切捨て政策であるとして激 しい反論が出された。 これに対 して してシャ ドリ大統領 は以下のよ
うに述べている。
「国営企業に経営 自治 を与えるとい うことは、各 々の国営企業が抱えてい る問題 を国営企業が独 自で解
決 しなければな らない とい うことではない。政府 はこの経済改革が行きわた り各企業の経営が軌道 に乗
るまで援助を惜 しまないであろ う」。 ㈹




おわ りに 一 構造調整プログラム
シャ ドリ政権 の第二次経 済機構 改革着 手に機 を合 わせて炭 化水 素輸 出収益 が急 落 し、同国経 済は 巨大
な危機 に直面 した。 だが シャ ドリ政権 が行 った第二 次経 済機 構改 革は 、95年まで に国 営企業 を所轄省 庁
の管理 ・管轄 か ら解放 し、474社にのぼ る国営企 業はそれ ぞれ独 自に、 しか も 自由 に年間経 営 計画、製品
の販 売価格 、利 益配 分等 を決 定する ことが可 能 になった。 だが1978年2月U日に成 立 した 「貿 易の国家独
占に関す る法」(Loino.78-029)に基づ く貿易 は国家 の厳 格 な管 理下 に置 かれ て お り、国営企 業の 活動
を著 しく阻害 し、二次経済改革 の実行 を妨 げ る もので あった。(31)また85年を契機 と して財 政難 に陥 った
政 府 は、'中央銀 行 に紙幣(M2)を 乱発 させ る こ とに よ り当面の危機 を乗 越 え よ うと したた め、同国 は空
前の イン フ レに 見舞われ るに至 った。 この点に関 してベナ シ ュヌー経済相 は以下 の よ うに述 べてい る。
「炭化 水素輸 出収益のお陰 で、政府 に とって輸入食料 品 に対 す る補助金 支出 は重荷 とはな らな か った。
だ が こ う した補 助金 支 出 は 、家 計 消 費お よび 貯 蓄 よ りも国家 の財 政 お よび金 融 政 策 を逸 脱 させ しめ
た。 ・… …1962～84年の期 間、イ ンフ レ現象 は見 られたが 、労働者 家族 の購 買力 は、1962～66年、1980
～81年を除 い て、後退す る どころか上昇 しつづ けた。 この 間のイ ン フ レは穏 当な もので あ り、イ ン フ レ
は給 与の増大 に よ り埋 め合 わ され ＼国営 企業 の雇 用創 出は進展 し、 さ らに国外移 民 労働者 か らの送金 は
闇市場 で有利 な レー トでアル ジェ リア通 貨 と交換 され た。 だが1984年以降 、事態 は一変 した。 す なわ ち
イ ンフ レは昂進 し、政府 に よる補助金 支出は断 たれ た」。倒
ベ ナ シュヌー は1984年までイ ンフ レは穏 当な もの であ った と指 摘 して い るが 、 フ ァル ー ク教授 はべナ
シ ュヌー とは逆に以 下の よ うに指摘 してい る。
「1980年か ら89年の 期間 におけ る国 内総 生産(GDP)の年 平均 伸び率 は3.5%であ ったが 、t'の問の年
平均通 貨発行増加 率 は14.70/・を記録 して い る。 この うち約600～1,000億DAが闇市 場 に吸収 され てお り、
アル ジェ リア経済 を未 曾有 の混乱 に導いた。ま た この間、年 平均国内粗投 資伸 び率 は1.1%でしかないの
に、政 府金融機 関 に よる年 平均 国内通 貨建 て信用 供 与増 加率 は15.9%、国営企業 に 対 して は13.6%を記
録 してい る。他 方、政府金融機 関に よる国 内通貨建 て信 用供 与の うち、通貨の 占め る比 重は80年度 が82%、
84年度 が95.5%、90年度 には98.4%に達 してい る」。(39)
・またバ リ教授 の見解 もフ ァルニ ク教授 と同 じく、1980年以 降、 同国の イ ン フレは徐 々に昂進 レ 図2
-2に 示 して い るよ うに、85年以 降は異常 な事 態に直 面 した と指摘 して いる。(40)
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止止した。'また貿易の 自由化を実現するため、市場経済導入を目的 とす る一連め法案を国民議会に提出 し
ていた。ω なかでも外資導入の自由化 と中央銀行を政府か ら自立させ、・『通貨発行 に関する中央銀行のペ
ゲモ三一確立を目的 どした 「通貨'・、信用法案」はFLN内 部および国民議会で非難の的 とな り、90年4月
まで撚 ず る註 ができなかつた、 とv・うのはこの間FNL内 部では、締 改革をめぐ 姉 場繍 導入
を 主張す るグルrプ どこれに反対する グループの間で大きなき亀裂が生 じてお り、'同法を採択する'こと
が 不可能 樽 態に直面 していたからであった.こ うしたなか、巳88年朋 の食料鞠 を難 に・市場締
導入 と 「糎 ・信用法」甑 対 して・'・たブラ・ミ(1.・ahi・i)首相 を1司年醐 ・田 ・引責罷免U・ 同月・
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目にメルバ(K.Merbah)農相を首相に任命。 シャ ドリ大統領は同年12月23日には大統領3選 を果たした。
また翌89年2月13日には政治の民主化、すなわち複数政党制、集会 ・結社の 自由、言論の自由を保証す る
新憲法を国民投票 により採択 した。
冒頭 で触れた」1うに、複数政党制の導入 を契機 としてFLNは 自己解体を遂 げて行 くが、この時アル
ジェ リア経済は外部か らの資金注入な しには運営不可能な事態に直面 していたのである。すでにアル ジ
ェリア政府は、1986年にIMFに より構造調整プログラムを受入れ、 リスケ(債 務返済繰延べ)宣 言を
行 うよ要請 されていたが、シャ ドリ大統領はIMFと の交渉を拒否 し、厳格な輸入抑制政策を採ること
により貿易収支のバランスを維持 していた。だが87～88年のオイル ・グラッ ドに直撃 されたアルジェリ
ア経済は麻痺状態 とな り、シャ ドリ大統領が命運を賭けて着手 した第二次経済機構改革は、それを実行
に移す資金が枯渇するに至った。(42)このため参加基金の下に再編 した国営企業は従業員に対する給与を
支払 うことす ら不可能な事態に立ち至 り、稼働率は20～30%に低下 した。Cl3)こうしたなか、同大統領は、
る オ
89年9月16日には メルバ 首相 を更迭 、大統領 府長 官 のハ ムルv-一一シ ュ(A。Hamrouche)を首相 に任 命 した。 ハ
ムルー シュ内閣 は、90年4月14日、国 民議 会で 「通貨 ・信用 法」の採択 に漕 ぎ着 け、91年6月3日、IMF
と信用供 与協定 を締結 し、構 造調整プ ログ ラムを受 入れた。
IMFと の 正式 交 渉 は、 債務 返 済 が 不 可避 な状 態 に陥 った89年、 シ ャ ドリ大統 領 が ベ ナ シ ュヌ ー
(ll.Benachenhou)経済顧問 に全権 を委任 し、 リス ケ(債 務 返済繰延 べ)を 条 件に、'しか も極秘 に行 われ
ていたが 、コンデ ィシ ョナ リテ ィの受 入れ をめ ぐ り双方 で意 見調整が つかず、交 渉 は18カ月 間 かか った。
IMFは アル ジ ェ リアに交 渉が妥結 す る直前の89年に5億8,300万ドル(う ち4億9,300万ドル はSDR)の融
資を行 ってい る。 この うち1億9,300万ドル は同国政 府 の経 済 計画の援 助 資金 に、残 りの3億9,000万ドル
は 輸 出 収 益 の 下 落 と穀 物 輸 入 代 金 の 上 昇 に よ っ て 被 っ た 被 害 を 埋 合 わ せ る 補 償 基 金(Fonds
C・mpensatoire)に充 当 され た。ア ル ジ ェ リア に対 す る融 資 に 関 して カ ム ドウシ ュ(MichelCamdessu)
IMF総 裁(当 時)は 以下 の よ うに述 べて い る。
「IMFは アル ジ ェ リア政府 が提 出 した経 済計画 を審査 した結果 、同 計画 は アル ジェ リアが陥 ってい
る危 機的 状況か らの脱 出を可能 にす る もの で ある と評価 した。 これ はIMF理 事会が 、 この計画 を保 証
し、か つアル ジェ リアが債務繰延 べ要 求の リス クをおかす こ とな く財 政 管理 を行 うこ とが で きる国で あ
る と位置づ けたか らで ある。j(41)
だが シャ ドリ大統領 は、91年5月28MにはFLN内 部の保守派 と対 立 してFLN議 長 を辞 任、ハ ムルー
シ ュ内 閣は、91年6月4日に発 生 したイ スラ ミス トと軍 との衝 突の責任 を とって辞 任、 後任 には ゴザ リが
首相 に任 命 され 、経 済改 革の中軸 を担 う政治 は混迷状 態 に陥 った。 こ うした なかシ ャ ドリ大統 領 自身、
92年1月11Hには軍に よ り権 力の座 を追われ るに至 った。
,政 治的混 迷状 況のなか でシ ャ ドリ大統領 は、 同政 権最 後の経 済危機 か らの脱 出政 策 と してf通 貨 ・信
用 法」 を具 体化 す る方策 の第 一・一歩 と して 、91年8月14日、 「銀 行お よび金融機 関 の運 営 に関す る規 定1
(r6glesdegestiondesbanquesetdes6tablissementsfinanciers)を閣議 で了承 を えた後 ご同規
定 を同年9月30目政令 と して公布 した。 だがイ ン フ レと物不 足 、闇市場 の拡大 、ス.トライ キの拡延 、IFLN




Rahma,1993.p.99.なお 再 編 ・分 割 され た474社に加 え てs既 存 の 県 営企 業 が179社、 市 町 村 公 営 企 業
が1086社あ る。
(2)拙稿 ∫第5回FLN党 大 会 と シ ャ ド リ政 権 の 今 後 」(『 マ グ レブ 』 エ デ ィ シ ョン ・ヤ グ レブ1984年3
月 号)4～16ペ ー ジ。 シ ャ ドリ大 統 領 は大 統 領 就 任 直 後 、会 計 監 査 院 を設 立 し、83年5月 に は ブ ー テ フ
リカ 、 ブ ー メ デ イ エ ン時 代 の 政 治 局 委 員 で あ っ た ベ ン シ ェ リフ(AhmedBencherif)を公 金 横 領 罪 で
告 訴 し脱 ブ ニ メ デ イ エ ン化 を 図 った 。Mlarch6Tropicallxet・M6diterran6ens,20-msi-1983.p.1264.
(3)MaamarBotidersa,LarUinede1そ∫ooηo加∫θノ11ge'jiennθsousCffADLI,P.99.






(8)拙稿 「第 三 世 界 に お け る構 造 調 整 と社 会 ・経 済 危 機 」・(『明 大 商 学 論 叢 』 明 治 大 学 商学 研 究 所 第76
巻 第1号1994年2月)161～188ペ ー ジ 参 照 。'.'・
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